消費税廃止各界連　「10月に実施すべきはインボイス制度ではなく消費税5％への減税」キャンペーン宣伝音源原稿

＜Ａ＞ご通行中の皆さん、商店の皆さん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。
電気代や食品など、あらゆる物価が高騰し、生活は苦しくなるばかりです。なのに、年金は削られ、75歳以上の医療費窓口負担は２倍になりました。
「もう節約するものがない」という時に、防衛増税なんて許せません。
いますぐ消費税率を５％に引き下げて、国民の生活を守るべきです。
消費税を５％に引き下げれば、インボイス実施の口実もなくなります。消費税の減税を求める署名にご協力ください。
＜Ｂ＞ご通行中の皆さん、商店の皆さん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。
　世界では１０３の国と地域で消費税が引き下げられています。消費税の減税は、食料品やガソリン、電気代の負担を軽減するためにも有効です。
ところが岸田政権は、１兆円に上る消費税の増税を招くインボイス制度を10月から実施しようとしています。
物価高の時に消費税を増税するなんて許せません。
「10月に実施すべきはインボイス制度ではなく、消費税５％への減税です」―この声をご一緒に上げましょう。
＜Ｃ＞ご通行中の皆さん、商店の皆さん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。
消費税は社会保障のためというのは真っ赤なウソです。
社会保障制度は改悪の連続で、75歳以上の医療費窓口負担が２倍になり、物価高の中で年金が引き下げられました。
年所得が１億円を超えると負担が軽くなり、中小企業より大企業の方が負担が軽いという不公平な税制を正せば、消費税を減税し、社会保障の財源もつくれます。
　安心して、消費税の減税を求める署名にご協力ください。
＜Ｄ＞ご通行中の皆さん、商店の皆さん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。
　岸田自公政権は大軍拡のために５年間で43兆円を使おうとしています。１発５億円もするトマホークミサイルをアメリカから400発も購入する計画です
そのために社会保障や中小企業の予算を削り、増税まで検討しています。
　物価高騰で困っている国民に、増税を押し付けるなんて許せません。
　軍事対軍事で平和はつくれません。
「平和外交を強めて、軍事費を削れ」「消費税は減税せよ」―この声をご一緒に上げましょう。
「10月に実施すべきはインボイス制度ではなく、消費税５％への減税です」―この声をご一緒に上げましょう。
＜E＞ご通行中の皆さん、商店の皆さん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。　
消費税のインボイス制度をご存知ですか。税率変更を伴わない消費税の増税策です。
インボイスによる増税額は１兆円を超えると試算されています。
インボイス制度による電気代のさらなる値上げが国会で大問題になりました。
インボイス制度はフリーランスや一人親方など小規模事業者に増税を押し付け、取引排除を招きます。
インボイス反対の声を上げましょう。
＜F＞ご通行中の皆さん、商店の皆さん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。
　消費税は所得が低い人ほど負担が重い、不公平な税金です。国民の生活を支えるためにも消費税の減税が必要です。
いま、世界では日本の消費税と同じ付加価値税の減税が広がっています。
スペインは電気代の税率を半分に引き下げ、ポーランドは肉、魚、野菜や乳製品の税率をゼロ％にしました。ベトナムは７月から税率を引き下げます。
日本でできないはずはありません。10月に実施すべきはインボイス制度ではなく、消費税５％への減税です。消費税の減税を求める署名にご協力ください。

